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1 本文中の予算執行状況は消費税込みであり、経営成績他は消費税抜きの数値とした。

2 比率(%)は小数点以下第2位を四捨五入し、調整のうえ表示した。

凡

3 符号等は、次のとおりである。

「0.0」 .....

「ー」

「△」

該当数値はあるが単位未満のもの

該当数値のないもの

マイナス

例



第1

平成29年度八潮市上水道事業決算審査意見書

審査の対象

平成29年度八潮市上水道事業決算

第2 審査の期日

平成3 0年6月2 8日(木)

第3 審査の方法

審査については、決算書及び決算付属書類が地方公営企業法第30条及び

同法施行令第23条の規定に準拠して調製され、事業の経営成績並ぴに財政

状態が適正に表示されているかを関係諸帳簿類と照合するとともに、関係職

員からの説明を聴取するなどの方法により審査を実施した。

第4 審査の結果

審査に付された平成29年度八潮市上水道事業決算書及び決算付属書類

は、いずれも関係法令に準拠して調製され、またその計数も関係諸帳簿類と

符合しており、事業の経営成績及び財政状態についても適正に執行されてい

ると認められた。



第5 審査の

1業務の

行政区域人口

区

計画給水人口

年度末給水人口

分

普及率

業務の実績の対比

単位

普及率

仏)

年度末給水件数

(C)/(A)× 100

(B)

平成即年度

人

配水管導水管布設延長

(の/(B)× 100

(の

人

年間配水量

人

89,212

県水受水量

%

平成器年度

95,000

地下水量

%

89,210

水源比率県水卿/Φ)

件

水源比率地下水御/Φ)

87,527

100.0

ーユ■.

印」

(D)

n〕

一日最大配水量

95,000

93.9

増

年

促)

41,764

一日平均配水量

87,525

409,940

度

佃

'

減

年間有収水量

10,504,750

100.0

1,685

'

対

増減率御

有収率

8,4認,270

92.1

%

40,531

一日配水能力

比

2,066,480

1,685

(G)

408,87フ

%

10,331,620

1.9

当年度の上水道事業における業務実績は、給水人口 89,210人、給水件数 41,764件

で、前年度と比較し給水人口で 1,685人Ⅱ.9%)、給水件数で 1,233件 B.0%)とそれぞ

れ増加している。

年間配水量は 10,504,750lrfで、前年度と比較し 173,13011t a.フ%)増加している。ま

た、年問有収水量は 9,7認,327金で、前年度と比較し 184,04911f(1.9%)増加している。

年間配水量の内訳は、県水 80.3%、地下水 19.フ%の割合で、県水に依存する割合は

前年度より 1.4ポイント減少している。有収率は 93.2%で、前年度と比較し 0.2ポイン

ト増加している。

(H)

8,436,飾0

80.3

山

1.8

(D /Φ)

1.9

1,233

1,894,970

19.フ

31,100

1,063

山

%

173,130

28,780

9,7認,327

81,フ

3.0

1,620

18.3

171,510

30,570

0.3

93.2

訴,750

28,306

△ 1.4

1.フ

9,604,278

0.0

1.4

9.1

93.0

認0

卯,鮖0

474

184,049

1.フ

△ 2,900

0.2

1.フ

1.9

△ 7.1
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2 予算の執行状況

(1)収益的収入及び支出

収入

区

営業収益

分

営業外収益

特別利益

予算額

1,864,819,000

支

239,.924,000

出

決算額

区

2,104,753,000

営業費用

1,900,260,580

10,000

分

営業外費用

235,640,666

予算額

決算額

特別損失

予算額

予

2,135,970,366

に比べ

の増減

69,120

1,740,631,000

備

35,441,580

△ 4,283,334

収益的収入の決算額は 2,135,970,366円で、予算額 2,104,753,000円に対し

31,217,366円上回り、収入率は 101.5%となっている。これは主に、営業収益のうち給水

収益が 33,フ73,971円、予算額を上回ったことによるものである。

収益的支出の決算額は 1,789,896,740円で、予算額 1,87フ,594,000円に対し

87,697,260円の不用額で、執行率は鮖.3%となっている。これは、営業費用のうち原水

及び浄水費の受水費 9,216,376円、配水及び給水費の動力費の 5,021,747円、減価償却費

の有形固定資産減価償却費 10,306,385円、資産減耗費の固定資産除却費 9,腿3,230円な

どの不用額によるものである。

怜0,849,000

費

(単位:円・%)

収入率

決算額

1,1 14,000

1,6能,836,822

59,120

31,217,366

101.9

構成比率

5,000,000

1,87フ,594,000

98.2

126,267,752

691.2

不

89.0

101.5

792,166

11.0

用

1,789,896,740

フフ,794,178

額

0.0

100.0

(単位:円・%)

4,581,248

執行率

321,綿4

構成比率

5,000,000

95.5

87,697,2印

96.5

92.9

71.1

フ.1

95.3

0.0

100.0

計合

計合



( 2 )

収

資本的収入及び支出

入

区

企

分

分

業

工事負担金

担

債

予

金

算

200,000,000

額

升

支

363,085,000

136,881,000

出

決

区

閼9,966,000

算

建設改良費

分

200,000,000

企業債償還金

額

予算額

414,104,400

予算額に比べ
決算額の増減

1,054,124,000

70,076,751

資本的収入の決算額は認4,181,151円で、予算額脚9,966,000円に対し 15,784,849円

下回り、収入率は 97.フ%となっている。これは、分担金が予算額を 51,019,400円上回っ

たものの、工事負担金が 66,804,249円下回ったことによるものである。

資本的支出の決算額は 1,059,546,279円で、不用額 141,353,721円、執行率は認.4%

となっている。これは主に、建設改良費 141,352,730円の不用額によるものである。

資本的収入額が資本的支出額に不足する額 375,365,1器円は、当年度分消費税及び地方

消費税資本的収支調整額器,183,475円、過年度分損益勘定留保資金 351,270,743円、建

設改良積立金 910,910円で補てんされている。

計

腿4,181,151

215,9四,000

決算額

1,270,033,000

(単位:円・%)

843,腿8,270

51,019,400

収入率

△ 66,804,249

地方公営企業法
第26条の規定に
よる繰越額

215,908,0的

年度繰越額

△ 15,784,849

1.059,546,279

100.0

構成比率

114.1

継続費逓次
繰越額

29,2

51.2

60.5

97.フ

的,133,000

10.3

不用額

100.0

(単位:円・%)

釣,133,000

141,352,730

執1テ率

141.353,721

構成比率

991

80.0

100.0

79.6

ーノ

認.4

20.4

100,0

4

翌

合

合



3 経

(D

営成

経営収

区

経
収

分

営業収益

常
益

営業外収益

経営収支

収
費

平成29年度

営業費用

支
用

1,760,4諦,293

営業外費用

経常利益(△損失)

の

235,618,653

1,996,051,946

対比

平成器年度

特別利益

1,諦0,67フ,694

特別損失

1,718,735,560

当年度純利益(△損失)

朋,飾2,350

1,673,器0,044

240,698,591

差

総収支比率

1,959,434,151

^

削

322,721,902

当年度の経常収支をみると、収益の合計額は 1,996,051,946円、費用の合計額は

1,673,認0,044円で、経常利益は 322,721,9呪円となり、特別収支における損失 716,162

円を差し引くと、当年度純利益は 322,0備,740円となっている。

当年度純利益は、前年度と比較し四,122,905円増加している。これは、主に営業収益

が 41,697,733円増加したのに加え、営業外費用が 16,476,313円減少したことなどによ

る。

総収支比率はⅡ9.2%で、前年度に対し 3.0ポイント上回っている。

1,腿7,171,415

増

年

引

(単位:円・%)

度

41,697,733

減

99,128,663

△ 5,079,9認

69,120

1,686,300,078

対

7舗,282

増減率

△ 716,162

比

36,田7,7鮖

273,134,073

322,005,740

3,506,279

△ 16,476,313

2.4

△ 2.1

△ 12,970,034

69,120

119.2

320,358

△ 251,238

1.9

49,認7,認9

272,882,835

0.2

△ 16.6

△ 0.8

116.2

464,924

△ 464,924

18.2

49,122,905

145.1

△ 185.1

3.0

18.0

合計

合計

特
別
収
支

績
支



ア収

総収益は

益

1,996,

営業収益

区

121,066円で、前年度と比較し

総収益の項目

給水収益

その他営業収益

分

営業外収益

受取利息及び配当金

長期前受金戻入

雑 益収

平成29年度

1,760,433,293

1,704,982,385

55,450,908

特別利益

617,795円 a,9%)増加している。

対比

1.9

平成器年度

特

235,618,653

1,718,735,560

別

681,043

231,8認,011

3,055,599

1,667,960,380

50,フ75,180

(ア)営業収益

営業収益は 1,760,433,293円で、前年度と比較し 41,697,7飴円佗.4%)増加している。

これは主に、給水収益の水道料金が 37,022,005円松.2%)増加したことによる。

(イ)営業外収益

営業外収益は 235,618,653円で、前年度と比較し 5,079,938円(2.1%)減少している。こ

れは、受取利息及び配当金が 58,501円四.4%)増加したものの、長期前受金戻入が

4,970,165円(2.1%)、雑収益が 168,274円(5.2%)減少したことによる。

(ウ)特別利益

特別利益は 69,柁0円で、前年度と同額である。これは、福島第一・第二原子力発電所に

おける事故に対する賠償金である。

利

ーユ■.

剛」

益

増

年

240,698,591

(単位:円・%)

減

度

41,697,7朋

622,542

236,852,176

3,223,873

額

69,120

対

37,022,005

4,675,728

1,996,121,066

閼,120

増減率

比

△ 5,079,938

2.4

69,120

△ 4,970,165

1,959,503,271

2,2

58,501

69,120

9.2

△ 168,274

△ 2.1

9.4

△ 2.1

36,617,795

△ 5.2

計合

謁
別



イ費

総費用は

用

1,674,

営業費用

区

115,326円で、

総費

原水及び浄水費

配水及び給水費

務

係

価償却

資産減耗費

分

前年度と比較し

用の項目

平成狛年度

1,590,67フ,694

12,505,

別対

636,8俳,399

その他営業費用

営業外費用

167,882,311

平成部年度

110円(0.フ%)減少している。

比

108,5個,314

1,587,171,415

96,844,285

払

腿8,204,802

特別損失

562,694,615

^

月1」

利

178,667,030

増減額

支

特

14,253,フ70

年

106,513,505

(単位:円・%)

度

別

3,693,000

3,506,279

72,078,259

△ 1,3町,4脇

(ア)営業費用

営業費用は 1,590,67フ,694円で、前年度と比較し 3,506,279円(0,2%)増加している。

営業費用のうち、原水及び浄水費は 636,807,3羽円で、前年度に対し 1,397,403円

φ.2%)減少している。これは主に、動力費が 9器,937円 ao.4%)増加したものの、給料が

1,7餌,200円伐4.フ%)減少したことによる。

配水及び給水費は 167,882,311円で、前年度に対し 10,784,719円(6.0%)減少してい

る。これは主に、委託料が 7,152,000円 a7.2%)増加したものの、給料が 5,227,995円

伐2.9%)、路面復旧費が 4,436,800円(38.8%)減少したことによる。

業務費は 108,502,314円で、前年度に対し 1,9認,809円(1.9%)増加している。これは主

に、法定福利費引当金繰入額が 19,000円 q.8%)減少したものの、給料が 728,400円

偲.9%)、委託料が 522,500円(0.フ%)、手数料が 339,349円(6.1%)増加したことによる。

認,6認,350

対

損

552,345,397

35,フフフ,522

3,584,900

△ 10,784,719

朋,014,480

増減率

比

失

1,988,809

腿7,870

0.2

24,766,026

△ 0.2

99,128,663

7舗,282

10,349,218

1,674,115,326

△ 6.0

△ 21,523,752

89,922,262

785,282

9,206,401

1,9

△ 16,476,313

34.4

108,100

詑0,358

△ 7,907,782

1,6部,620,436

1.9

△ 60.2

320,358

△ 8,568,531

3.0

△ 16.6

464,924

△ 8.8

△ 12,505,110

464,924

△ 93.1

145.1

145.1

△ 0.フ

費
費
費

業
総
減

息
出

支
雑

十合



総係費は 96,844,285円で、前年度に対し 24,766,026円(34.4%)増加している。これは

主に、貸倒引当金繰入額が 771,585円 UO.2%)減少したものの、委託料が 22、405,252円

(412.2%)、給料が 2,071,200円四.1%)、法定福利費が 1,010,522円(9.フ%)増加したこと

による。

減価償却費は 562,694,615円で、前年度に対し 10,349,218円(1.9%)増加している。こ

れは主に、構築物が 10,049,073円伐.4%)増加したことによる。

資産減耗費は 14,253,フ70円で、前年度に対し 21,詑3,7馳円(60.2%)減少している。こ

れは主に、機械及び装置が 1,376,390円偲2.2%)増加したものの、構築物が 18,645,694円

(62.6%)減少したことによる。

その他営業費用は 3,693,000円で、前年度に対し 108,100円(3.0%)増加している。これ

は、消火栓修繕費が 108,100円偲.0%)増加したことによる。

(イ)営業外費用

営業外費用は詑,価2,350円で、前年度と比較し 16,476,313円Ⅱ6.6%)減少している。

これは、雑支出が 8,568,531円円3.1%)、支払利息が 7,907,782円(8.8%)減少したことに

よる。

(ウ)特別損失

特別損失は 785,282円で、前年度と比較し 464,924円Ⅱ45.1%)増加している。これは主

に、漏水軽減が 227,019円仟2.5%)減少したものの、契約解除にかかる違約金が 655,200

円偕増)増加したことによる。

ウ営業収支

区

営業収益

営業費用

分

営業利益仏)一侶)

営業収支の項目別対比

営業収支比率

(A)

営業収益は 1,7印,433,293円で、前年度と比較し 41,697,733円促.4%)の増加となって

おり、また、営業費用については 1,590,67フ,694円で、前年度と比較し 3,506,279円

(0.2%)増加している。

このため営業利益は、前年度に対し 38,191,454円促9.0%)の増加で 169,755,599円とな

り、営業収支比率はⅡ0,フ%で前年度に対し 2,4ポイント上回っている。

平成四年度

(B)

1,760,4認,293

1,590,67フ,694

169,755,599

平成那年度

1,718,735,560

1,587,171,415

110.フ

コ^

月1」

131,564,145

増

年

(単位:円・%)

度

41,697,733

減

108.3

対

3,506,279

増減率

比

38,191,454

2.4

2.4

0.2

29.0



工 供給単価と給水原価

供給単価

区分

給水原価

受

Irlf当たり

A

供給単価

動

平成29年度

水

B

174.19

薬

力

費

146.認

人

金

品

費

1,704,9貌,385

脇,26

件

額

費

給水原価の対比

1,437,755,0認

材

4.29

繕

費

Ir11当たり

521,316,324

委

0,75

料

費

平成器年度

173.67

1 1.79

減価償却費

42,016,911

費

巧0.54

支払利息

4.24

金

料

フ,362,850

1,667,960,認0

その他の経費

115,405,063

54.27

長期前受金戻入

0.05

額

1,445,863,002

24.18

41,557,560

販

4.28

11ゞ当たり

郭.49

521,216,242

有収水量(')

0.70

増

、 41,120,993

4叫,736

236,676,器4

(単位:円・ rrf)

A-B

13.13

8.認

(注)経常費用には材料売却原価、消火栓修繕費、水道施設移設費、特別損失は含まない。

0.52

562,694,615

△ 3.66

益

6.14

111f当たりの供給単価は 174円19銭で、前年度と比較し詑銭高くなり、給水原価は 146円認銭

で、前年度と比較し 3円66銭安くなっている。

給水原価が安くなった要因としては、その他の経費が 3円74銭、人件費が 1円34銭減少し、経常

費用から差し引く長期前受金戻入が 1111当たり 23円69銭あることなどによる。なお、販売利益は 1

'当たり 27円31銭となり、前年度に対し 4円18銭の増加となっている。

△器.69

4.50

6,748,170

減

金

△ 1.01

82,014,480

126,126,595

0.備

37,022,005

27.31

額

60,127,671

△ 231,認2,011

21.52

43,171,426

△ 8,107,969

0.01

57,51

0.妬

△ 1.34

4腿,970

267,227,352

206,701,687

9.36

100,082

△ 0.26

552,345,397

9.認

895,918

9,7認,327

△ 24.66

△ 10,721,脇2

89,922,2能

引4,能0

0.00

23.13

94,897,436

△ 1,613,豁6

△ 236,852,176

2、 66

△ 0.02

△ 0.98

222,097,378

△器4

29,975,147

△ 3.74

9,604,278

10,349,218

△ 7,9俳,782

0.97

△ 34,769,7価

4,18

4,970,165

46,129,974

184,049

匿

経
常
費
用

託

Ⅱ禾売



(2)資本的収支

当年度における資本的収支の状況は、収入飾3,506,751円、支出 1,005、6認,4叫円

で差引き 352,181,653円の不足となっている。

この不足する額は、過年度分損益勘定留保資金、建設改良積立金で補てんされてい

る。

区

企業債

分担金

工事負担金

分

資本的収支の対比

平成29年度

建設改良費

企業債償還金

200,000,000

3器,430,000

70,076,751

補

平成器年度

て

653,506,751

ア収

収入は

これは、

円{100

100,000,000

319,700,000

112,455,320

ん

7釣,780,395

2 巧,908,009

額

入

653,506,751円で、前年度と比較し 121,351,431円(22.8%)増加している。

工事負担金が 42,378,569円(37.フ%)減少したものの、企業債が 100,000,000

0%)、分担金が 63,730,000円(19.9%)1削川したことによる。

.、1'

目11

1,005,腿8,404

増減額

年

認2,155,320

(単位:円・%)

100,000,000

腿,730,000

△ 42,378,569

352,181,6脇

イ支 出

支出は 1,005,6認,404円で、前年度と比較し 85,158,697円(フ.8%)減少している。

これは、建設改良費のうち、営業設備費が 2,905,091円 a3.3%)増加しているもの

の、八潮南部地区関連工事費が 50,670,000円(茄.4 %)、増補改良工事費が

19,800,剖9円(6.6%)減少したことによる。

度

887,148,091

203,699,010

対

増減率

1,090,847,101

比

121,351,431

弱8,691,781

△ 97,367,696

12,208,999

100.0

19.9

△ 37.フ

△ 85,158,697

△ 206,馴0,128

22.8

△ 11.0

6.0

△ 7.8

△ 37.0

10
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合計

支
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収
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4 財政状態

(1)資産

当年度における資産は 18,258,590,194円で、前年皮と比較し 470,830,526円

促.6%)増加している。

構成比率は、固定資産 89.0%、流動資産Ⅱ.0%となっている。

資産の対比

区

固定資産

分

流動資産

平成鴉年度

ア固定資産

固定資産は 16,255,263,195円で、前年度と比較し 198,267,フ70円(1.2%)増加して

いる。これは主に、建設仮勘定が 203,457,889円(79.8%)、構築物が 55,847,821円

(0.4%)減少したものの、機械及び装置が 493,785,005円(器,5%)増加したことによ

る。

・十

16,255,263,195

2,0悌,326,999

18,258,590,194

平成器年度

イ流動資産

流動資産は 2,003,326,999円で、前年度と比較し 272,562,756円(15.フ%)増加して

いる。これは、未収金が 52,噐0,325円 a6.フ%)減少したものの、現金預金が

294,629,665円(21.6 %)、前払金が 30,000,000円 aoo.0 %)、貯蔵品が 253,416円

U.2%)増加したことによる。

16,056,995,425

1,730,764,243

17,787,759,6能

^

則

増

年

Ⅱ

(単位:円・%)

減

度

198,267,フ70

額

272、 5能,756

対

増減率

470,830,526

比

1.2

15.フ

2.6合



(2)負債及び資本

当年度における負債と資本の合計は 18,258,590,194円で、前年度と比較し

470,830,526円(2.6%)増加している。

構成比率は、負債 55.1%、資本 44.9%となっている。

区

負

固定負債

分

流動負債

債

負債

繰延収益

資

平成29年度

資本

資

2,828,959,867

本

剰

本

458,741,389

の

余

金

6,781,865,器7

対比

平成那年度

10,069,567,093

自己資本構成比率

金

2,897,109,173

固定負債構成比率

6,370,脇4,494

升

1,818,4認,印7

465,092,037

債ア負

負債は 10,069,567,093円で、前年度と比較し N8,認4,7豁円 U.5%)増加している。

固定負債は、 2,828,959,867円で、前年度と比較し能,149,306円伐.4%)減少してい

る。これは主に、企業債が認,052,194円Ⅱ.3%)、引当金が 15,4認,000円(皆減)、

リース債務が 14,639,112円(40.0%)減少したことによる。

流動負債は、 4駆,741,開9円で、前年度と比較し 6,350,648円(1.4%)減少している。

これは主に、企業債が 22,144,185円 ao.3%)増加したものの、未払金が器,550,545円

(16.8%)減少したことによる。

繰延収益は、 6,781,8飾,837円で、前年度と比較し 223,324,740円偲,4%)増加してい

る。

6,558,541,097

^

8,189,023,101

月11

18,258,590,194

9,920,742,307

増

年

(単位:円・%)

△ 68,149,306

6,136,380,211

度

減

1,730,637,150

△ 6,350,648

対

フ,867,017,3田

82.0

増減率

2器,詑4,740

比

17,787,759,668

15.5

148,朋4,786

△ 2.4

12

234,154,2錫

△ 1,4

87,851,457

81.1

322,005,740

3.4

16.3

470,830,526

1.5

3.8

5.1

0.9

4.1

△ 0.8

2.6

計

訊

合



イ資

資本は、 8,189,023,101円で、前年度と比較し、 322,005,740円(4.1%)増加している。

資本金は 6,370,認4,494円で、前年度に対し 234,巧4,283円偲.8%)増加している。

剰余金は 1,818,4認,607円で、前年度に対し釘,851,457円(5.1%)増加している。
、"

れは、利益剰余金が 87,851,457円(6.フ%)増加したことによる。なお、当年度未処分利

益剰余金は 322,916,舶0円となっている。

自己資本が総資本に占める割合を示す構成比率は朋.0%で、前年度に対し 0.9ポイン

ト上回っている。

固定負債が負債と資本の合計に占める割合を示す構成比率は巧.5%で、前年度に対し

0.8ポイント下回っている。

本

5 企業債の状況

当年度における企業債借入額は 200,000,000円、償還金は 215,908,009円で、当年度

末未償還残高は 3,045,0脇,393円恨オ務省 8件 1,3鮖,929,093円、地方公共団体金融機構

16件 1,649,124,300円)となっている。

13



6 むすび

事業実績

平成2 9年度における給水人口は 89,210人で、前年度に比べ 1,685人Ⅱ.9%)の

増加、給水件数は 41,764件で、 1,233件(3.0%)の増加となった。また、年問配水

量は 10,504,750金で、前年度より 173,13011f(1.フ%)の増加、年間有収水量は

9,788,327金で、 184,049nf(1.9%)の増加となっている。

経営成綾

総収益は 19億9,612万1,066円で、前年度と比較し、 3,6田万7,795円(1.9%)の増

収であり、総費用は 16億7,411万5,326円で、前年度より 1,250万5,110円(0.フ%)

減少した結果、当年度の純利益は 3億2,200万5,740円となり、前年度より 4,912万

2,905円(18.0%)の増益となった。収益性の指標を示す総収支比率は H9,2%で、

前年度に比べ 3.0ポイント増加した。

また、有収水量 ln1当たりの供給単価は 174円19銭、給水原価は N6円88銭で、

販売利益は 27円31銭となり、前年度に比べ 4円18銭の増加となっている。

財政状態

資金の流動性を示す流動比率は 436.フ%、当座比率も 419.0%で、安全とされる

水準となっている。

また、企業の財務の長期健全性を示す自己資本構成比率は認.0%となっており、

財務の安定性が伺える。なお、その他の経営指標についても、良好であることを確

認した。

今後の事業運営

建設投資については、近年、首都直下地震の切迫性が指摘され、災害時も水道は

重要なライフラインとして、安定した供給が求められていることから、老朽化した

配水施設の更新や耐震化を積極的に進めていただきたい。

また、給水収益については、南部地区を中心とした人口増加に伴い、給水件数は

増加傾向にあるものの、推計では平成37年度をピークに給水人口の緩やかな減少

が見込まれ、年間配水量については、企業等の使用量の減少や市民の節水意識の浸

透により、今後も厳しい状況が続くことが予想される。

このような状況から、水道事業を取り巻く課題を十分認識し、改善に向けた取組

みを着実に推進しつつ、経営基盤の強化に努め、安全で良質な水を安定供給するこ

とにより、市民生活の向上と公共の福祉の増進に努められるよう望むものである。

14
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別表 1

区

1営業費用

損

分

原水及び浄水費

配水及び給水費

業務費

総係費

減価償却費

資産減耗費

その他営業費用

益

平成部年度

計

金

算

1,547,344,294

借

類

書

627,922,認6

180,655,935

107、 998,731

76, 100,896

525,494,944

25,491,噐5

3,679,能7

年

金

1,587,171,415

平成認年度

度

額

別

6認,204,8呪

178,667,030

川6,513,505

72,078,259

552,345,397

35.フフフ,聡2

3,認4,900

榊成比

2 営業外費用

比

方

94.1

18.0

較

増減率

払利

支

37.8

10.6

6.3

表

2.6

金

18

3特別損失

96,161,308

1,590,67フ,694

平成卯年度

1.6

△ 1.1

額

95,212,753

9北,555

特別損失

腿6,807,3的

167,8貌,311

108,502,314

96,844,285

5能、 694,615

14,253,フ70

3,693,000

4.3

△ 1.4

描成比

32.8

2.1

総

△ 5,3

羽,128,6開

95,0

増減率

当年度純利益

費

89,922,2能

9,206,401

5.1

40.4

38.0

10.0

6,5

5,200,152

用

0.2

0.2

(注)損益計算書年度別比較表は消費税抜きの数字です。

5,200,152

△ 0.2

5.9

1,648,705、 754

△ 2.6

三十

△ 6.0

1.9

325,171,820

5.8

胎.6

3,1

320,358

1,973,87フ,574

△ 5.6

1.9

34.4

1.9

△ 60.2

3.0

1,6豁,能0,436

噐0,358

82,652,350

870.6

r'、

0,0

貌,014,480

637,870

272,882,835

1,959,5船,271

△ 93.8

0.0

100.0

4.9

△ 93.8

△ 16.6

4.9

2.3

785,2貌

0.0

△ 16,1

△ 8.8

1,674,1 15,326

785,282

△ 93.1

△ 0.フ

0.1

322,005,740

1,996,121,066

0.1

145.1

100,0

145.1

△ 0.フ

合

支
雑
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3
 
6

5
 
0

9
 
2

0
 
0



区

1営業収

分

給水収益

その他営業収益

平成27年度

益

金

貸

1,741,015,4詑

額

1,690,飾3,796

50,3田,朋6

金

平成器年度

1,718,735,5 脚

額

1,667,960,認0

50,フ75,180

2営業外収益

構成比

方

受取利息、及び
配当金

長期前受金戻入

雑収益

87.フ

増減率

85,1

△ 1.3

金

3特別利益

2.6

232,793,022

△ 1.3

(単位:円・%)

平成即年度

1,760,4諦,293

944,960

226,448,フフ.1

5,399,291

特別

額

0.8

1,704,9噐,3舗

耶,450,908

総

榊成比

利

240,脚8,591

当年度純損失

収

益

認.2

能2,542

236,8認,176

3,2部,873

増減率

益

舗.4

69,120

1,973,87フ,574

2.4

12,3

69,120

雪十

2.8

2.2

0.0

12.1

3.4

1,973,幻7,574

9.2

△ 34.1

69,120

1,959,503,271

4.6

△ 40.3

69,120

0.2

2託,618,6開

0.0

681,043

231,認2,011

3,055,599

1,959,503,271

0.0

100.0

11.8

0.0

11.6

0.2

△ 0.フ

△ 2.1

69,120

9.4

1,996,121,066

△ 0,フ

脚,120

△ 2,1

0.0

△ 5.2

1,996,121,066

0.0

100.0 1.9

19
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別表 2

区

1固

貸

分

借

山有形固定資産

地

定 資

対

平成舒年度

産

照

金

15、 756、制2,97フ

築構

機械及び装置

車柄運搬具

工具器具及び備品

ス資産リ

建設仮勘定

借

表

額

15.756,642,97フ

1,436,兜2,山6

825,796,102

12,673,腿4,710

6朋,908,17フ

9,575,604

3,059,782

73,195,556

70,551,000

年

金

度

平成器年度

16,056,995,425

額

別

16,056,995,425

1,436,922,046

797,970,885

12.898,8聞,909

591.598,837

フ,678.166

2,521,737

66,607,956

254,豁9,豁9

彬成比

18,258,590,194

方

比

2流

較

90.2

増減率

山現金預金

②未収金

未 金収

(△)貸倒引当金

促)貯蔵品

④前払金

動

90,2

8.1

表

資

1.9

金

産

1.9

平成29年度

16.255,2腿,195

4.5

額

1,857,016,104

72.5

3.3

0.0

0.0

16,255,263,195

1,436.922,叫6

フ70.胎0.579

12,843,008,0認

1.085,3諦,842

5,727,フフフ

2,4豁,507

60,020,356

51,3親' 000

△ 3.4

1,562,822,508

270,744,464

272,421,691

1,67フ.227

23,449,132

榊成比

1.8

△ 10.9

△ 19,8

89.0

増減率

1,730,764,243

89.0

フ.9

4.2

1,365, M8,479

313,87g,967

315,801,369

1.921,402

21,035,797

30,000,000

△ 17.6

20

1.2

△ 9.0

1.2

9.8

2田.2

70,3

△ 3.5

フ.フ

△ 6.8

100.0

△ 0.4

△ 12,6

15.91.8

資産

器.5

?,0船.326.999

1,8

△ 25.4

(注)貸借対照表年度別比較表は消費税抜きの数字です。

0.0

1,660,478,144

2田、託9.642

262,709,459

1,149,817

21.2釣,213

60,000,000

15.9

△ 1.3

14.6

△ 10.3

皆増

計

0.1

△ 9.9

△ 79.8

0,2

11.0

17,613.659,081

9.1

15.フ

21.6

△ 16.フ

△ 16.8

△卯.2

1.2

1.5

17,787,759,668

1.5

2.6

0.3

100.0

100.0

1,0

物
物

土
建

合

4
 
4

0
 
1

0
0
0
3
3

6
0
0
0
0

0
 
1

0
 
0



区

1固

分

フ.フ

定 負

止

平成訂年度

リ

業債

ス債務

当金

債

金

2流

引

3,031,001,294

貸

額

21

動

2,960.9田,402

51,器6,892

18,803,000

負

1ト.

金

リ

業債

ス債務

払金

当金

り金

債

平成認年度

2,8辨,109,173

額

18,258,590,194

2,845,0脇,393

36,597,780

15,458,000

637,9舗,308

方

榊成比

203,699,010

14,腿9,112

認7,166,106

18.841,000

13,640.080

3繰

16.3

増減率

山長期前受金

②収益化累計額

延

16.0

0.2

465,092.船7

△ 4.4

収

4資

△ 3.9

△ 28.6

益

215,908,009

14,639,112

199,466,636

20,789,000

14.289.280

金

平成29年度

(単位:円・%)

5剰

0.1

2,朋8,妬9,867

額

6,350,537,9腿

本

△ 17.8

2.6

9,644,470.122

△ 3,293.9詑,169

2,807,001,199

21,9能,668

山資本剰余金

イ分担金

ロエ事負担金

ハ受贈財産評価額

②利益剰余金

イ利益積立金

口建設改良積立金

当年度未処分
ノ、
利益剰余金

余

榊成比

△ 27.1

1.2

金

0.1

金

15.5

増減率

5,765.叫8,609

6.0

6,558,541,097

△ 48,5

10.3

1.1

10,049,917,650

△ 3,491,376,553

15.4

0.1

1,829,085,917

458.741,腿9

△ 2.4

0.1

423,認6,3認

412,637,107

10,155,265

1,033,980

1,405,259,565

91,193,6器

617,562,460

696,邪3,422

器8,0朋,194

14,腿9,112

165,916,091

25,952,812

14.1幻.玲0

△ 1.3

0.1

△ 40.0

6,136'認0' 211

36.9

56.5

△ 19.6

2.5

4.8

1,730.朋7.150

皆減

1.0

1.3

△ 1.4

3.3

423,826,352

412.637.107

10,155,265

1,033,980

1,306,810,798

91,193,683

708,579,997

507,037,118

負債・資本合計

10.3

△ 16.8

0.1

34.5

6,781,865,837

10,474,313,948

△ 3,692,448,111

0.9

9.フ

0.1

6.4

2,4

△ 5.4

0.1

24,8

2.3

6,370,534,494

17,613,659,081

37.1

△ 0.8

57.3

△ 20.2

0.1

1.818.4認,607

1.8

0.0

423,826,3朋

412,船7,107

10,155,2怖

1,0器,980

1.諦4,662,255

91,193,6認

980,551,922

322,916,650

3.4

フ.3

開.4

34.9

17,787,759,668

0,5

△ 7.0

10.0

100.0

3.8

△ 36.3

14.フ

△ 27.2

5.1

100.0 2.6

ー
ユ
 
3

1
2
3
4
5

未
引
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別表 3 資

区

1建設改良費

本

分

的

拡張事業費

平成訂年度

収

金

増補改良t事費

借

支

1,066,452,241

額

事

年

務

営業設備費

金

14,850,000

度

平成認年度

費

3飾,092,620

別

施設整備費

八潮南部地区
関連工事費

ス資産
入費

887,148,091

額

比

構成比

99,認4,521

方

四,930,000

較

301,423,089

21,400,980

増減率

81.3

詑

表

2企業債償還金

502,890,000

102,231,913

△ 16.8

4.6

金

建設改良費等の財
源に充てるための
止業債償還金

平成器年度

鼠,フ79,000

21,898,960

27.6

236.2

789,780,395

額

資本的支出合計

304,413,豁9

△ 17.4

フ,905,120

9.4

構成比

(注)資本的収支年度別比較表は消費税抜きの数字です。

30,朋0,000

196,020,諦9

91,440,000

2.0

281,認2,270

2.フ

増減率

78.5

196,020,339

15,810,240

27,9

1,262、 472,580

2.3

△ 11.0

97,767,7器

3.0

2船,699,010

△諦.5

8.4

△ 38.6

24,' 804,051

28.0

203,699,010

1.4

飴.9

298,356,111

1,090,847,101

△ 6.6

9.フ

18.フ

100.0

如,フ70,000

△ 4.4

2.5

18.フ

3.9

15,810,240

29.フ

100.0

13.3

215,908,0四

3.9

△ 2,0

4.0

△ 13.6

215,908,009

△ 55.4

1.6

1,005,6認,404

21.5

討.5

6.0

100.0

6.0

△ 7.8

リ
購



区

1企

分

建設改良費等の
財源に充てるための

債業止

業

平成27年度

2分

債

金

分

貸

担

200,000,000

額

3工事負担金

担

金

200,000,000

工事負担金

金

金

平成能年度

262,730,000

100,000,000

額

2能,730,000

100,000,000

構成比

方

94,645,113

319,700,000

94,645,113

18,8

増減率

319,700,000

18.8

△ 50.0

112,456,320

(単位;円・%)

金

60.1

△ 50.0

平成器年度

112,455,320

200,000,000

資本的収入合計

60,1

額

21.フ

200,000,000

21.1

構成比

21.フ

3器,430,000

21,1

30.6

18,8

増減率

383,430,000

30.6

18.8

557,375, H3

100.0

70,076,751

認.フ

100.0

70,076,751

認.フ

19.9

532,155,320

10.フ

19.9

10.フ

△ 37.フ

△ 37.フ

100.0 △ 4.5 6脇,506,751 100.0 22.8

器



別表 4

分析項月

!.平均有収水量

水 道

説

事

総収支比率

一人一日平均の有収水

業

明

経

収

営

経常収支比率

収支比率は収益性の指
標を表すもので、率は高

いほど営業利益率が良好
であることを示す。
100%未満の場合は営業
損失が生じていることを
意味している。

算

分

出

4.営業収支比率

析

旧平均有収水量

表

現在給水人口

方

益

営業費用がどの程度賄
われているかを表し、比

率が高いほどよい。
100%を超えると利益に
なる。

5,累積欠損金比率

法

平成29年度年間日数 3伍日(税抜)

総収益

帥年度比率

総費用

営業収益+営業外収益

経営状況の健全性を累

積欠損金により把握する
もので、率は低いほどよ
い。

営業費用+営業外費用

那年度比率

山

性

301

柁9の

自己資本回転率

XI00

(%)

営業収益一受託工事収益

比較

営業費用一受託工事費用

自己資本に対して営業
収益が何倍になっている
かの割合を示す。比率が
高いほど投下資本に比し
て営業活動が活発。

301

119.2

Ⅱ 13,勘

フ.総資本利益率

X I00

1 16.2

営業収益一受託工事収益

119.3

a 13.4)

(%)

累積欠損金

投下した総資本(負
債・資本合計)に対して
純利益がどれだけ生じた

かを示し、高いことが望
ましい。

X I00

3,0

8.

営業収益一受託工事収益

有形固定資産
減価償却率

期首自己資本+期末自己資本

116.2

〔回)

(自己資本=資本金十剰余金十繰延収益)

110.フ

(104.5)

(%)

資産の減価償却割合の
比率で、今後の施設の更
新の必要性、修繕の発生
等を推測することができ
る。

3.1

XI00

企業債償還元
金対減価償却
費比率

川8,3

(%)

)の数値は、総務省編平成器年度水道事業経営指標・給水人口5万人以上10万人米満、類型区分酎の全国平均値である。

N

期首総資本十期末総資本

当年度経常損益

設備投資の財源として
どの程度企業債に依存し
ているかを示すもので、
投下資本の回収と再投資

の均衡が確認できる。

2.4

1.5

0.120

伯. N9)

有形固定資産減価償却累計額

有形固定資産のうち償却対象資産
の帳癖原価

0.121

X I00

建設改良のための企業債償還元金

△ 0.001

(%)

1.8

U.6)

当年度減価償却費

X I00

1.5

41.8

{47.5}

(%)

0.3

XI00

41.4

(%)

38.4

(61.フ)

0.4

36.9

量 0

業
務
の
概
況

減
価
償
却
状
態



分析項

流 10.流動比率

動

目

性

短期債務に対応すべき
流動資産が十分かどうか
の率で、高いほど支払い
の流動資産を有している
ことになる。 200%以上な
ら安全。

Ⅱ.当座比率

説 明

この比率は、高いほど

運転資金が豊富で支批、能
力があることを示し、

100%以上であること。つ
まり当座資産は、流動負
債を償還しても余りある

ことが必要。

12
固定資産構成比
率

安

算

固定資産描成比率は、
資産合計(固定資産十流
動資産十繰延資産)中の
固定資産の割合で、低い
方が柔軟な経営が可能と
なる。

13.

出

固定資産対長期
資本比率

全

流動資産

方

流動負債

現金預金+(未収金一貸倒引当金)

14

固定資産がどの程度長
期資本及び長期借入金に
よって調達されているか

を示し、100%以下で低い
方が望ましい。

法

自己資本桝成比
率

性

凶年度比率

流動負債

X I00

(%)

15

自己資本が総資本に占
める割合を示し、比率は
大きいほどよく、企業体
質の強弱と財務の安定を
表す。

固定負債擶成比
率

固定資産+流動資産+繰延資産

436,フ

(470.2)

認年度比率

固定資産

施

XI00

16.施設利用率

372,1

比較

資本金と固定負債との
割合を示し、比率は小さ
いほどよい。

問定負偵+資本金+剰余金+繰延収益

419.0

(4田.9)

(%)

固定資産

64.6

X I00

17.最大稼働率

数値が良ければ水道施
設が効率的に運営されて
いることになる。原則と
して100%に近いほどよ
い。

資本金+剰余金+繰延収益

3田.ユ

の

総資本(負債・資本合謝

(%)

89.0

(82.5)

57.8

効

X 印0

幌)

18.負荷率

100%に近くなった場合
は、配水能力を高めるた
め、改良工事計画や施設
の拡張等が必要である。

90.3

91.3

(85.フ)

固定負債

負債・資本合計

率

△ 1.3

X I00

19.

施設が年問を通じて、
有効に使用されているか
をみる。比率は高いほど
よい。

固定資産使用効
率

鯛.フ

1日平均配水量

(%)

朋.0

(78.4)

1日配水能力

△ 1.4

X I00

(%)

施設の効率をみる指標

で、この率は高いほどよ
く、低い場合は遊休資
産、未稼働資産の存在を
示す。

釘.1

1日最大配水量

15.5

(17.9)

1日配水能力

0.9

XI00

16.3

1日平均配水量

(%)

76,2

(62,2)

1日最大配水量

△ 0,8

X I00

(%)

69.6

年間総配水量

82.4

(69.フ)

有形固定資産

6.6

X I00

75.2

25

(%)

92.5

侶9.2)

フ.2

(nt/万円)

92.6

6,5

(8.フ)

△ 0.1

6.4 0.1

設



分析項

20..有収率

目

21.配水管使用効率

施設の稼働状況が収益に
つながっているかの指標
で、低い場合は漏水、水量
計の不感等の原因が考えら

れる。率は高いほどよい。

説 明

能

配水管が効率的に使用さ
れているかをみる指標で、
人家等の密集度などにもよ
るが、一般的には、率が高
いほどよい。

職員1人当たり
給水人日

生

算

23.

産

出

年問総有収水量

JJ 有収水量

年問総配水量

方

刈

法

性

損益勘定所属職員1人当
たりの生産性を給水人口、
配水量侑収水園、営業収
益及び給水収益を基準とし
てみる指標である。数値が
大きいほど職員1人当たり
の生産性が高い。"

年問総配水量

営業収益

導送配水管延長

即年度比率

XI00

(%)

25

器年度比率

"

93.2

(93,3)

現在給水人口

損益勘定所属職員数

給水収益

26.給水原価

(rlt/m)

93.0

比較

25.腿

(24,21)

年間総有収水量

損益勘定所属職員数

料

0,2

営業収益一受託工事収益

25.27

27.供給単価

有収水量 1111当たりにつ
いて、どれだけの費用がか
かっているかを表す。

(人)

6,372

(4,フ70)

損益勘定所属職員数

0.36

6,252

金

脚9.166

伍帖,聞2)

(励

器.料金回収率

有収水量11ゞ当たりにつ
いて、どれだけの収益を得
ているかを表す。

損益勘定所属職員数

給水収益

686,020

1?0

供給単価と給水原価の関

係を表し、経営状況の健全
性を示す指標のひとつ。回
収率が100%を下回って

いる場合、給水にかかる費
用が料金収入以外の収入で

賄われていることを意味す
る。

経常費用一(受託丁事費+付出
事業費+材料・不用品売却原
価)・長期前受金戻入

(千円)

125,745

{89,895}

即
1 ケ月20111当た
り家庭用料金

13. M6

年問総有収水量

122,767

(千円)

121,784

(86,161)

標準的な家庭における水
使用料に対する料金を表す
もので、消費者の経済的利
便性を表す指標のひとつ。

(口径13mm)

給水収益

2,978

年間総有収水量

119,140

{円・銭/脚

N6.9

(157.9)

2,644

供給単価

網・銭/Π1)

給水原価

150.5

174.2

Ⅱ 70,4)

(基本料金十超過料金)

△ 3.6

XI00

(%)

173.フ

26

118.6

a 07.9)

0.5

X I.08

【円)

115.4

2,484

(2,803)

3.2

2,484 0.0

施
設
の
効
率



給

分析項

30.職員給与費

目

対
31.企業債利息

説 明

噐.減価償却費

給水収益と比較した場合
の各費用の比率を示したも
のである。比率は低いほど
よい。

算

諦.利子負担率

出

職員給与費

方

給水収益

34

利子負担率は有利子の負
債に対する支払利息の割合
で、高金利の企業債を利用
した場合は高い率となる。

法

損益勘定繰入金
対収益的収入

企業債利息

即年度比率

給水収益

XI00

(%)

35.
資本勘定繰入金
対資本的収入

器年度比率

5.8

(9.2)

減価償却費

これらの指標は、収益的
収入、資本的収入における
繰入金依存度をみるもので
ある。

給水収益

X I00

(%)

支払利息十企業債取扱諸費

比較

6.6

企業債+艮期惜入金+
一時佶入金+リース債猫

4.フ

促.5)

△ 0,8

X I00

(%)

5.2

損益勘定繰入金

認.0

(29. D

収益的収入

△ 0.5

XI00

幌}

33.1

資本勘定繰入金
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